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要支援・要介護リスク評価尺度得点によって 

その後６年間の介護費が算出可能 

～尺度１点につき3.2万円程度累積介護費が低い傾向～ 
 

 

ソーシャル・インパクト・ボンド（Social Impact Bond：SIB）を含む，成果連動型民間委託契約方式（Pay For 

Success：PFS）によって自治体財政の効率化をはかる試みが進みつつありますが、当該事業推進による財政効果

の評価（費用換算）が課題となっています。そこで、本研究では、その基礎資料を得るために、高齢者の要介護化

の先行指標である『要支援・要介護リスク評価尺度（Tsuji et al. 2018)』の１点につき、６年間でどの程度介護費に

相違があるのか（介護費抑制効果の可能性があるのか）を解析しました。解析の結果、ベースライン時の諸特性を

統計的に考慮したうえでも，リスク評価点数が１点高いほど，６年間累積介護サービス給付費は一人あたり3.16

（95%信頼区間：2.83-3.50）万円高い傾向にありました。ある時点での集団のリスク評価尺度点数からその後６年

間の累積介護サービス給付費の算出が可能であり、外出頻度などリスク点数を構成する可変的な要素への介入

が保険者単位でみると無視できない財政的なインパクトになりうることが示唆されました。 

 

お問合せ先：日本福祉大学社会福祉学部 准教授 斉藤雅茂  masa-s@n-fukushi.ac.jp   
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■目的 

近年，ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB）を含む，成果連動型民間委託契約方式（PFS）によって自治体財政の

効率化をはかる試みが進みつつあるが、当該事業推進による財政効果の評価（費用換算）が課題になっている。

その際に、行政からの委託事業では数百人などの小規模な対象者で、かつ，短期間での成果が求められるため、

先行指標を用いることが有用である。この点で、要支援・要介護リスク評価尺度（全国版）は開発されている（Tsuji 

et al. 2018)が、この尺度の１点あたりどの程度介護サービス給付費が上昇するのかは明らかになっていない。そこ

で、本研究では、複数の自治体（保険者）を対象にした6年間の前向きコホートデータに基づいて、要支援・要介護

リスク評価尺度の点数が増えるにつれ、その後の介護サービス給付費がどの程度増えるのかを解析した。 

 

■対象と方法 

2010年に実施した要介護認定を受けていない高齢者を対象にした質問紙調査の一部（10保険者・12自治体）

をベースラインとした（回収率：64.7%）。回答者のその後の介護保険サービスの利用実績を把握するために、都道

府県国民健康保険団体連合会から保険者に提供される介護保険給付実績情報、保険者が保有する要介護認

定データおよび介護保険料賦課情報を個人単位で突合し、分析用のデータセットを作成した。転出入者など追跡

不能なケースおよび追跡拒否ケースを除いた 46,616 名（追跡率 90.9%）を分析対象とした。質問紙調査の実施

月から 2016年 11月までに利用された介護保険サービスの給付費を把握した（最大 76 カ月）。 

 

■結  果 

⚫ リスク評価点数が高くなるにつれ累積介護サービス給付費および認定割合は上昇する傾向にあった。傾

向性の検定によれば、介護サービス給付費と認定割合はともに、リスク評価点数が上がるにつれて有意に

増加する傾向が認められた。 

⚫ ベースライン時の諸特性に関わらず，要支援・要介護リスク評価尺度点数が１点高いほど追跡期間中の

累積介護サービス給付費は3.16（95%信頼区間：2.83-3.50）万円上昇していた。他の解析モデルにおい

ても、点推定値はほぼ一致していた。 

⚫ 仮に高齢者人口が10万人の都市で、該当者を現在よりも5%ポイント（5000名）縮小した場合、6年間で地

域全体では4.7億円規模（3.16万円×3点×5000人）の介護サービス給付費を縮小する可能性があるこ

とになる。当該事業にかかる人件費等の投入量との比較は必要だが、無視できない規模といえる。 
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■結  論 

全国の自治体で実施されている介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の必須項目で構成された「要支援・要介

護リスク評価尺度」が、個人ないし地域単位での要介護リスクの予測評価のみならず、介護保険行政上の財政効

果指標としても活用しうることが確認できた。外出頻度や転倒に対する不安、運動機能などリスク点数を構成する

可変的な要素への取り組みに対する自治体の財政効果（期待値）を算出する根拠となる初めての知見といえる。 

 

■出版論文 

斉藤雅茂・辻大士・藤田欽也・近藤尚己・相田潤・尾島俊之・近藤克則：「要支援・要介護リスク評価尺度点数別の累積介護サ

ービス給付費：介護保険給付実績の6年間の追跡調査より」『日本公衆衛生雑誌』早期公開中 
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